
事故対処設備の保管場所の整備について 

（再処理施設に関する設計及び工事の計画） 

令和３年５月１８日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【資料 ８】 

【概要】 

〇 令和 3 年 4 月 27 日に認可を得た「再処理施設 廃止措置計画変更認可申請書」（原規規発

第 2104272 号）の「添四別紙 1-1 事故対処の有効性評価」で示した事故対処設備の保管場

所をプルトニウム転換技術開発施設（PCDF）管理棟駐車場（以下、PCDF 管理棟駐車場）及

び南東地区に設定する。 

〇 PCDF 管理棟駐車場の耐震性を確保するために地盤改良を行うとともに、事故収束に迅速

に対応するため屋外の事故対処設備の保管場所からのアクセスルートを整備する。 

〇 南東地区の地盤については、設計地震動に対し十分な地盤支持力があることを評価におい

て確認する。なお、南東地区から PCDF 管理棟駐車場までのアクセスルートについては、別

途申請を行う。 

〇 PCDF 管理棟駐車場に設置する移動式発電機からの給電を行う電源盤、電源ケーブル、地

下式貯油槽等の設備設計については、別途申請を行う。 
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事故対処設備の保管場所の整備について 

（設計及び工事の計画の概要について） 

１．目的  

令和3年4月27日に認可を得た「再処理施設 廃止措置計画変更認可申請書」（原規規

発第2104272号）の「添四別紙1-1 事故対処の有効性評価」で示した事故対処設備の保

管場所をプルトニウム転換技術開発施設（PCDF）管理棟駐車場（以下、PCDF管理棟駐

車場）及び南東地区に設定する。PCDF管理棟駐車場の耐震性を確保するために地盤改

良を行うとともに、事故収束に迅速に対応するため屋外の事故対処設備の保管場所か

らのアクセスルートを整備する。また、南東地区の地盤については、設計地震動に対

し十分な地盤支持力があることを評価において確認する。 

２．概要 

再処理施設においては，高放射性廃液に伴うリスクが集中する高放射性廃液貯蔵場

（以下、HAW）とガラス固化技術開発施設（以下、TVF）について最優先で安全対策を

進めており、高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）の重要

な安全機能（崩壊熱除去機能及び閉じ込め機能）を構成する設備並びに事故対処設備

が事故対処時に使用可能な状態にする必要がある。 

再処理施設の立地の特徴として，核燃料サイクル工学研究所北東部のT.P.約＋5 m

からT.P.約＋7 m までの平坦地に位置しており，再処理施設の敷地に隣接して南方向

にはT.P.約＋18 m からT.P.約＋30 m までの高台が広がっている。南方向に広がる高

台は設計津波（T.P.約＋14 m）が襲来したとしても，浸水することはなく，ドライサ

イトを維持できる。この地形の特徴を踏まえて移動式発電機等の大型の事故対処設備

については高台（PCDF管理棟駐車場、南東地区）に分散配備している（図-1参照）。 

本件は、事故対処設備の保管場所のうち、PCDF管理棟駐車場の耐震性を確保するた

めに地盤改良工事を行うとともに、事故対処設備を使用場所まで運搬する経路の健全

性を確保するものである。南東地区の地盤については、設計地震動に対し十分な地盤

支持力があることを評価において確認する。 

なお、既存の移動式発電機からの給電を行う電源盤、電源ケーブル、地下式貯油槽

に係る設計及び南東地区からPCDF管理棟駐車場までのアクセスルートについては別途

申請を行う。申請事項及び申請時期について表-1に示す。 
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３．設計条件  

PCDF管理棟駐車場については、周辺斜面の崩壊の影響を無くすために切土工事を行

うとともに、地盤改良を行い事故対処設備の保管場所として耐震性を確保しPCDF管理

棟駐車場から事故対処設備の使用場所までの地盤改良したアクセスルートを設ける。 

また、南東地区の地盤については、設計地震動に対し十分な地盤支持力があること

を評価において確認する。 

 

４．保管場所及びアクセスルートの影響評価 

地震時にその機能を期待する事故等対処設備の保管場所の設計においては，保管

場所に対する被害要因による影響評価を行い，その影響を受けない位置に保管場所を

設定する。PCDF管理棟駐車場に対する被害事象及び結果を表-2に示す。また，南東地

区に対する被害事象及び結果を表-4に示す。 

液状化検討対象層の抽出においてはボーリング調査結果を踏まえた液状化検討を

行う。PCDF管理棟駐車場のボーリング調査の位置を図-3，南東地区のボーリング調査

の位置を図-9にそれぞれ示す。 

PCDF管理棟駐車場の地盤改良範囲の断面を図4-1及び図4-2に示すとともにボーリ

ング調査結果を図5-1 (No.8ボーリング柱状図)，図5-2 (No.9ボーリング柱状図)に、

南東地区のボーリング調査結果を図-10(No.3ボーリング柱状図)にそれぞれ示す。 

敷地下斜面のすべりによる影響については「道路土工-盛土工指針」に基づいて，

廃止措置計画用設計地震動(Ss)での地表面応答加速度を考慮した静的震度を用いた分

割法により，PCDF管理棟駐車場のすべり安定性評価を行う。敷地下斜面のすべり安定

性評価結果を図-8に示す。 

地震時における重大事故等対処設備の接地圧が地盤の支持力を下回ることを確認

する。接地圧の算定にあたっては，荷重が最大となる可搬型事故対処設備を対象と

し，当該設備の支持重量から常時及び地震時の接地圧を算定する。 

PCDF管理棟駐車場の移動式発電機の常時接地圧を図-6に、可搬型貯水設備の常時

接地圧を図-7に示す。また、南東地区の移動式発電機の常時接地圧を図-11に、可搬

型貯水設備の常時接地圧を図-12に示す。また、地盤支持力の評価結果を表-3及び表-

5に示す。 

地震応答解析には解析コード「k-SHAKE(株式会社構造計画研究所)」を，すべり計

算には解析コード「COSTANA(富士通Japan)」を使用する。 

※T.P.：東京湾平均海面 
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図5-1 ボーリング調査結果(No.8ボーリング柱状図)  
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図 5-2 ボーリング調査結果(ボーリング No.9 柱状図) 
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表-3 地盤支持力の評価結果 

評価対象 
地震時接地圧※ 

(kN/m2) 

評価基準値 

(kN/m2) 

移動式 

発電機 

アウトリガー部：17.5 

タイヤ部：13.2 

地盤改良範囲外 

(地山) 

アウトリガー部：26.8 

タイヤ部：30 

可搬型 

貯水設備 
19.7 

地盤改良範囲外 

(地山) 
38.6 
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図-10 ボーリング調査結果(No.3ボーリング柱状図)（1/2） 
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図-10 ボーリング調査結果(No.3ボーリング柱状図)（2/2）
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保管場所の評価結果 

設計用地震動に基づき算定した地震時最大接地圧は評価基準値を下回ってお

り，地盤支持力に対する問題はない。 

 

表-5 地盤支持力の評価結果 

評価対象 
地震時接地圧 

(kN/m2) 

評価基準値 

(kN/m2) 

移動式発電機 
アウトリガー部：17.5 

タイヤ部：13.2 

アウトリガー部：36 

タイヤ部：40.6 

可搬型 

貯水設備 
19.7 52.2 
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５．工事の方法 

本工事の流れを図-13に示す。本工事では、周辺斜面の崩壊の影響を無くすために

切土工事を行ったのち、現在PCDF管理棟駐車場に配備している事故対処設備を移動す

る。その後、PCDF管理棟駐車場の地盤改良を行う。また、地下式貯油槽の設置、電源

ケーブル及び電源盤の設置、並びに危険物一般取扱所の防油溝等の消防設備の設置を

行う*（図-2）。 

本工事を行うにあたっては、高放射性廃液貯蔵場（HAW）、ガラス固化技術開発施設

（TVF）の事故対処に影響を与えないように、手順等を確認した上で電源等の仮設ルー

トを確保する。 

*：別途申請 
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６．工事の工程  

本申請に係る工事の工程を表－6に示す。 

 

表－6 事故対処設備の保管場所の工事工程表 

 
令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

事故対処設備の保管

場所の工事 

(PCDF管理棟駐車場） 

            

※安全対策工事の進捗等により工程は見直す場合がある。 

以 上 

⼯事 

24 < 756 >




